
 

 

農林水産大臣 

山本 有二 殿  

要  請  書 
 

 

 

農 業 農 村 整 備 関 係 予 算 の 確 保 

東日本大震災からの再生・復興 

に関する要請 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成２８年１１月２９日 



 

  



 

 

 

 

 平 素 か ら 、東 北・北 海 道 の 農 業 農 村 整 備 事 業 の 推 進 、東 日 本 大 震 災

復 興 に つ き ま し て は 、 格 別 の ご 配 慮 を 賜 り 厚 く お 礼 申 し 上 げ ま す 。  

 国 に お か れ ま し て は 、東 北・北 海 道 を は じ め と す る 生 産 現 場 の 切 実

な 要 望 を 踏 ま え 、平 成 28 年 度 補 正 予 算 に お い て は 、昨 年 と 比 較 し １ ．

８ 倍 の 増 額 を 実 現 し て い た だ き 、 重 ね て お 礼 申 し 上 げ ま す 。  

 

 現 在 、農 業・農 村 は 、土 地 持 ち 非 農 家 や 耕 作 放 棄 地 の 増 加 、た め 池

を 含 む 農 業 水 利 施 設 等 の 老 朽 化 の 進 行 な ど 多 く の 課 題 に 直 面 し て い

ま す 。ま た 一 方 で は 、Ｔ Ｐ Ｐ 協 定 の 締 結 が 予 定 さ れ る 中 、最 重 要 対 策

と し て 農 業 の 成 長 産 業 化 を 加 速 し て い く こ と が 求 め ら れ て い ま す 。こ

う し た 課 題 に 対 応 し 、攻 め の 農 林 水 産 業 の 転 換 に 向 け た 農 業 の 体 質 強

化 を 推 進 す る た め 、農 業 の 体 質 強 化 に 直 結 す る 、農 地 の 集 積 と 集 約 化 、

大 幅 な 生 産 コ ス ト の 低 減 、農 地 の 大 区 画 化 、高 収 益 作 物 の 転 換 に 向 け

た 水 田 の 畑 地 化 、汎 用 化 な ど 生 産 基 盤 の 整 備 、適 時 適 切 な 農 業 水 利 施

設 等 の 維 持・更 新 が 必 要 と な っ て お り ま す 。加 え て 、気 候 変 動 に よ る

豪 雨 災 害 が 多 発 す る 中 、国 民 の 生 命 と 財 産 を 守 る た め に も 、農 村 地 域

の 防 災 ・ 減 災 対 策 の 推 進 が 重 要 と な っ て い ま す 。  

 

 つ い て は 、「 意 欲 あ る 地 域 や 担 い 手 が 所 得 の 倍 増 を 目 指 し た 」 農 業

農 村 整 備 の 安 定 的 計 画 的 な 事 業 実 施 の た め 、 平 成 29 年 度 当 初 予 算 の

確 保 、諸 施 策 の 推 進 、東 日 本 大 震 災 か ら の 再 生・復 興 に 関 し 、下 記 事

項 に つ い て 要 請 い た し ま す 。  



 
 

《農業農村整備関係》 
 

１．新たな農業政策の実現に向け、地域の要望に十
分応えられる平成 29 年度農業農村整備関連当
初予算を確保すること 

 

● 攻めの農業の体質強化に直結する、水田の大区画化・汎用化、

水利施設の戦力的な保全管理と機能強化、更新・長寿命化な

ど農業農村整備予算について、地域の要望に十分応えられる

平成29年度当初予算を確保すること。 

 

２．急増する農地整備事業等を計画的に実施するた
め、市町村負担を軽減する地方財政措置の拡充
等財政支援を充実すること 

 

● 近年農地整備事業等の地域要望が急増する中、事業費の市町

村負担が大きな課題となっている。そのため、地方財政措置

拡充等財政支援策を充実すること。 

 

３．ＴＰＰ協定に伴う国内農業への影響について過
少評価することなく、農家の不安を払拭する十
分な国内対策を継続的に実施すること 

 

● 環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の締結に伴い、各農業分野

への影響を十分検討協議し、農業・農村を支えている農業者

の生産意欲に影響を及ぼすことのないように、必要な国内対

策を予算と共に継続的に確保実施すること。 

 



 
 

《東日本大震災関係》 
 

 

１．農地・農業用施設の復旧・整備に必要な財源
の確保と十分な予算措置をすること 

 
● 農地・農業用施設に係る復旧・復興事業が完了するまで、平

成 27 年６月に閣議決定された「平成 28 年度以降の復旧・復

興事業について」に基づく特例的な財政支援措置を継続する

と共に、復旧・復興を着実に進めるため、復興交付金や震災

復興特別交付金など、十分な予算措置をすること。 
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